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朝鮮戦争後の復興支援と国際関係
―東ドイツの北朝鮮支援を中心に―

Reconstruction Assistance after the Korean War:  
From the Perspective of the Relationship  
between East Germany and North Korea

川喜田　敦　子
要 旨

　冷戦下，朝鮮戦争後の南北朝鮮の復興にあたり，東西両陣営は競い合うかの
ように援助を投下した。東側陣営においては，ソ連を中心として東側諸国がそ
れぞれに北朝鮮の復興を支援した。本論文は，東側諸国による北朝鮮支援がど
のような国際政治上の文脈にあったのかについて，第二次世界大戦後の東側陣
営の戦争賠償枠組の変容との関係において検討するものである。主として旧東
ドイツの文書館史料に依拠しつつ，東側諸国の北朝鮮支援の実態を明らかにす
るとともに，旧東ドイツの文書に当時の北朝鮮のどのような姿が映し出されて
いるかについても確認したい。東ドイツの北朝鮮支援は，1950～60年代初頭に
かけて，民間レベル，国家レベルの二つのルートを通じて行われた。とくに注
目すべきは，咸興・興南という二つの重要都市の復興への協力である。この支
援がその後の東ドイツと第三世界との関係構築のモデルとなるものであったこ
とについても論じたい。
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₁ 　はじめに―研究の視角

　冷戦下，朝鮮戦争後の南北朝鮮の復興にあたって，東西両陣営は競い合

うかのように援助を投下した。東側陣営においては，ソ連を中心として東
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側諸国がそれぞれに北朝鮮の復興を支援するなかで，東ドイツは咸興・興

南という二つの重要都市の復興に協力したことで知られる。本稿は，1950

～60年代初頭にかけて行われた東ドイツによるこの北朝鮮復興支援につい

て考えようとするものである1）。

　本稿の関心の第一は，東側諸国の北朝鮮支援がどのような国際政治上の

文脈にあったのかを検討することにある。ここで注目するのは，国際政治

の文脈に照らして考えたとき，朝鮮戦争後の復興支援が，第二次世界大戦

の戦後処理から冷戦期秩序の確立にいたる移行期に位置するということで

ある。

　筆者は，第二次世界大戦後の西ドイツの賠償問題について検討を加える

なかで，西ドイツに課せられた戦争賠償の枠組が，1950年代初頭に，西ヨ

ーロッパの経済，安全保障システムのなかに西ドイツを統合するという冷

戦下の要請にしたがって，西側三連合国それぞれの経済上，安全保障上の

利益関心を満たしつつ，西ドイツにとっても積極的な意味が見いだせる枠

組へと転換していったことを明らかにした2）。日本では，第二次世界大戦

後のドイツの戦後処理は西ドイツをもって代表させることが多く，戦争賠

償やナチ被害者補償に関する概説でも，東ドイツの状況についてはあまり

触れられることがない3）。この状況に鑑みて，本稿では，冷戦秩序の確立

とともに，東側陣営において戦争賠償の枠組がどのように変容していくか

を考える一助として，この時期の東ドイツによる北朝鮮復興支援に着目す

るものとする。

　本稿の目的の第二は，東側諸国の北朝鮮支援の実態を明らかにすること

にある4）。東側諸国の北朝鮮復興支援については，ソ連・東ドイツを含む

東側諸国間で情報交換が行われていたため，東ドイツの外交文書から全容

をおおまかにつかむことができる。本稿では，ドイツ外務省政治文書館

（PAAA）の所蔵史料のうち，在北朝鮮東ドイツ大使が本省にあげた公式・
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非公式の報告，および，ドイツ連邦文書館（BArch）の所蔵史料のうち，通

商省の管轄下で本国から派遣され，現地で復興支援にあたったコンラート・

ピシェルら建設関係の専門家チームが中央にあげた報告を中心に参照し

た5）。これらの史料を参照しながら，東側諸国の北朝鮮支援の実態を明ら

かにするとともに，東側諸国の文書に当時の北朝鮮のどのような姿が映し

出されているかについても見ていくことにしたい。

₂　東側諸国による北朝鮮支援の国際的文脈―戦後処理の枠組転換

2.1　第二次世界大戦後のドイツの戦後処理

　東側諸国の北朝鮮支援はどのような国際政治上の文脈にあったのか。朝

鮮戦争後の朝鮮半島で東西両陣営の援助合戦が展開されたことを見れば，

これが冷戦下の東西体制間対立の文脈にあったことは間違いがない。それ

に加えて，本稿が示唆しようとするのは，冒頭で触れたように，東ドイツ

による北朝鮮復興支援は1950年代初頭に東西両陣営の双方で生じた第二次

世界大戦の対独戦後処理の枠組転換の一端を示しているのではないかとい

う点である。

　第二次世界大戦後の対独戦後処理の枠組は，1945年夏のポツダム協定で

合意された。ここで合意された戦後処理の枠組の特徴は，米英仏ソの四戦

勝国によって分割されたドイツの各占領地区のうち，米英仏ならびにその

他の西側連合国（ユーゴスラヴィア，チェコスロヴァキアを含む）は西側三占領

地区から，ソ連・ポーランドはソ連占領地区から戦争賠償を取り立てると

されたことである。この結果，東西の賠償政策は大きく異なることになっ

た6）。しかし，1950年代初頭に戦後処理の枠組が大きな転換を迎えたとい

う点では，東西は共通している。
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2.2　戦後処理の枠組転換：西ドイツのケース

　1950年代初頭の転換の様相について，まずは，西側の情勢から見ていく

ことにしたい。西ドイツの場合，1952年 ₆ 月に西側三連合国とのあいだで，

占領体制の終結と主権移管に関するドイツ条約が締結されたのが転換点と

なった。この転換は，戦争賠償支払いが猶予され，その代替として「ナチ

不法の被害者に対する補償」が開始されたものとして説明されることが多

いが，本来は，多くの領域における変化を包括する西側の戦後処理の枠組

全体の転換としてとらえるべきものである。

　このことは，戦争賠償の一角であった設備賠償（デモンタージュ）の停止

をめぐる経緯からも分かる。西ドイツの戦争賠償をめぐっては，懲罰的賠

償から西ドイツの復興・西側統合へと比較的早期に方針を転換し，西ドイ

ツの産業復興のためにデモンタージュを縮小しようとした米国と，復興し

たドイツから再び攻撃を加えられることを恐れて西ドイツの軍需生産を管

理統制することを望む英仏のあいだに対立があった。交渉の末，西側連合

国内のこの利害対立は，西ドイツにおける戦略物資（石炭・鉄鋼）生産の中

心であるルール地域の国際管理という方法で解決されることになった。具

体的には，まずは米・英・仏およびベネルクスの ₆か国が「ルール国際機

関」を設立してルールの石炭・鉄鋼の生産販売を直接統制する制度が整え

られ，これが1952年には「欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）」による間接統制

に形を変え，そのなかでデモンタージュ停止が合意されるにいたった7）。こ

こから分かるのは，戦争賠償としてのデモンタージュの目的は，―そこ

から得られる金銭的価値以上に―西ドイツの戦略物資を管理統制するこ

とにあったが，国際情勢の変化に応じて統制と復興の両立が模索されるな

かで，西ドイツの西側への組み込みと同権化が段階的に進み，最終的には

欧州石炭鉄鋼共同体の形が選ばれ，それが欧州統合の基礎になったという

ことである。
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　ドイツ条約締結時には，デモンタージュの公式停止を含め，西ドイツの

戦争賠償支払いの猶予が合意された。ここで見逃してはならないのは，そ

もそも，西ドイツの戦後処理について議論する際に西側三連合国が最も重

視し，金額的にも戦争賠償よりも圧倒的に大きかったのは占領経費だった

という事実である8）。しかも，米国は戦後処理の構想段階から，戦争賠償

はドイツの支払能力から占領経費を差し引いた「残余」とするという考え

方を示していた。すなわち，戦争賠償と占領経費は相互に関連しており，

それらの総額としてドイツから得られる限りのものを得ればよいという立

場だったということである。朝鮮戦争，第一次インドシナ戦争を背景とし

て，西側安全保障システムへの西ドイツの軍事統合が懸案になるなか，戦

争賠償に代わって西ドイツに義務づけられた支払いのうち，西側連合国に

とって最も重要だったのは，占領経費の事実上の延長にあたる連合国軍の

駐留費と再軍備費用だった。この支払いは，1955年に西ドイツがNATOに

加盟した後は，NATO軍の駐留費負担として続いていくことになった。

　このように，西ヨーロッパにおける政治・経済・安全保障上の秩序再編

の総体を視野に収めて戦後処理の枠組転換を見直すと，西ドイツに課せら

れた支払いの性格が，1950年代初頭に戦争賠償という懲罰的なものから，

西側陣営内での西ドイツの政治・経済・安全保障上の積極貢献を示すもの

へと変わっていったこと，しかし，西ドイツに支払える限りの負担を課す

という連合国の根本的な発想に変化はなかったこと，そして，この枠組転

換の背後には，朝鮮戦争をはじめとするグローバルな世界情勢の緊迫があ

ったことが見えてくる9）。

2.3　戦後処理の枠組転換：東ドイツのケース

　西側で生じた1950年代初頭の戦後処理の枠組転換，そこから見える西側

陣営のグローバルな世界戦略と対独戦後処理の変容との関連は，東側では
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どのような形をとったのかだろうか。

　ソ連が東ドイツに請求した戦争賠償の総額は100億ドルにのぼった。1950

年 ₅ 月，ソ連は未払分の戦争賠償額63億4200万ドルを半減し，31億7100万

ドルとする決定を下した。さらに，1952年秋に東ドイツで「社会主義建設」

が開始され，国内の軋轢が深刻化して国民の大量逃亡が続き，翌1953年 ₆

月17日に―1989年の体制崩壊時を除けば―東ドイツ時代最大の抗議行

動が起きると，ソ連は事態の深刻さを認識し，1953年 ₈ 月22日の「ドイツ

賠償金支払いの発令に関する議定書」により，1954年 ₁ 月 ₁ 日をもって東

ドイツの戦争賠償支払義務を停止することに合意した10）。このとき，ポー

ランドも同時に戦争賠償放棄を表明した。西側が戦争賠償の支払いを「猶

予」したのに対して，東側が完全に「放棄」したことは，この後，「ソ連の

寛大さ」という形で，東ドイツ国内で宣伝に使われることになった。

　西側とは異なり，戦争賠償放棄にともなって東ドイツにソ連・ポーラン

ドから何か具体的な代替義務が課せられたことは，条約・協定等からは確

認できない11）。しかし，仮に，政治的に何らかの交換条件が存在したので

はないかと考えたとき，その文脈で注意を引くのは，東ドイツによる北朝

鮮支援がこの戦争賠償放棄の直後に本格化したことである。東側諸国が共

同で展開した北朝鮮への復興支援において，東ドイツは重要な一角を担う

ことになった。

₃　朝鮮戦争後の北朝鮮への復興支援

3.1　東側諸国の北朝鮮復興支援

　南北朝鮮に対する支援は，冷戦下，東西陣営のいずれにとっても重要な

案件だった。韓国に対しては，1951～61年の間に米国を中心に25億ドルの

支援が行われた。他方，北朝鮮に対して社会主義陣営が行った支援は，1953

～60年の間に ₈億7930万ルーブルで，金額としては西側の約三分の一程度
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にとどまる12）。しかし，これは，冷戦期にソ連・中国・その他の東側諸国

が協力して行った最初にして最大の経済協力だった13）。

　東側諸国による北朝鮮支援の大枠が定まったのは，1953年夏から秋にか

けての時期のことだった。1953年 ₉ 月に金日成がソ連を訪問した際，ソ連

は北朝鮮の未払債務の延期，資金と物資の供与による10億ルーブルの援助，

復興支援のための技術者の派遣を約束した。水豊ダム，興南の化学工場，

金策の旧城津製鉄所，南浦特別市の港湾等はソ連の支援で再建されたもの

である14）。

　金日成は引き続き同年10月に訪中し，その際，中国も北朝鮮の債務を取

り消し，1954～57年にかけて800万元の援助を約束した。中国が大きな役割

を果たしたのは，とくに繊維製品，食品等の消費財の供給である。また，

中国人民解放軍を1958年まで北朝鮮に駐留させ，道路・鉄道等のインフラ

再建，学校等の公共施設の建設のための労働力を提供した。

　このほかに，東側諸国による孤児の受け入れも行われ，たとえばルーマ

ニアは1500人，東ドイツは600人の孤児を受け入れた15）。

　社会主義陣営の北朝鮮支援のうち，33.3％はソ連，29.4％は中国によっ

て行われた。その他の東欧諸国が残りの37.3％を引き受け，このうち最大

の支援を提供したのは東ドイツだった16）。

3.2　東ドイツによる北朝鮮復興支援

3.2.1　民間レベルの支援活動：朝鮮支援委員会の活動

　建国直後の東ドイツは，第二次世界大戦による被害，西ドイツと比べて

はるかに高額な戦争賠償の支払い等により，極めて困難な状況にあった。

資金も人手も本来は他国の支援ではなく自国の復興に振り向けたいような

状況ではあったが，北朝鮮からは多額の援助を要求され，朝鮮戦争中から

戦後の復興期にかけて支援を行った17）。
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　東ドイツによる北朝鮮への支援には，民間レベルと国家レベルの二つの

支援ルートがあった18）。支援は，当初，民間レベルから始まり，国民の募

金活動として展開された。この募金活動は，朝鮮戦争勃発後，1950年 ₉ 月

に国民戦線の最高議決機関である国民評議会に設置された朝鮮支援委員会

（Korea-Hilfsausschuss）によって進められた19）。全政党と大衆組織の代表のほ

か，外相・外務次官も参加した朝鮮支援委員会は，州，市町村レベルに下

部組織が設置・拡充されていった20）。

　朝鮮支援委員会の活動の中心は，募金を集め，支援物資を購入し，北朝

鮮に送ることだった21）。くぐりぬけたばかりの第二次世界大戦期の戦争体

験から，北朝鮮に対する連帯感は東ドイツ市民のあいだでも強かったが，

十分な寄付を募るには，寄付促進のための宣伝活動を展開する必要があり，

マスメディアにおける広報活動に加えて，映画上映や書籍出版等の啓蒙活

動，寄付された現物の陳列会22），成果をあげた地区ならびにその代表者の

顕彰23）等が行われた。

　この委員会は，1954年11月に朝鮮・ヴェトナム連帯委員会（Solidaritätsaus-

schuss für Korea und Vietnam beim Nationalrat）に改組され，以降，対北朝鮮と

対ヴェトナムの支援はともにこの組織によって担われた。集まった募金は

₂： ₁の割合で北朝鮮とヴェトナムに振り分けられた。1957年10月に活動

を停止するまでの間，北朝鮮向けに集まった寄付の総額は，現金約2200万

マルク，現物約1800万マルク相当だった24）。これらの寄付を財源として，

医薬品ならびに医療設備，衣料品等の繊維製品，玩具，楽器，家具，カメ

ラ・ミシン・タイプライター等の小型機械，自転車・モーターバイク等の

軽車両，救護車・トラック・保冷車等の車両，農業用機械等，様ざまな支

援物資が北朝鮮に送られた25）。また，朝鮮戦争中に約600人の北朝鮮の戦災

孤児を受け入れ，初等教育，職業教育を施したのもこの委員会の活動の一

環だった26）。
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3.2.2　国家レベルの復興支援

　他方，国家による北朝鮮支援についていえば，建国直後の1949年11月に

東ドイツが北朝鮮と外交関係を樹立した後，両国間で結ばれた初期の四つ

の協定は，事実上，東ドイツから北朝鮮への一方的支援を内容とするもの

だった27）。

　1952年 ₆ 月の協定0128）では，3000万ルーブルの借款，1953年11月の協定

02 29）ならびに1953年10月の協定03 30）では，それぞれ3000万ルーブルの無償

物資供与，協定03と同時に締結された協定04では，8500万ルーブル規模の

工場設計 31）ならびに機材供与32）を行うことが取り決められた。また，協定

03，04の締結と同時に，協定01の3000万ルーブルの借款は，同規模の無償

物資供与に切り替えられた33）。このほかに，各種の決議に基づき，金属加

工，機械工業，化学，造船等の分野において，職業訓練機会の提供および

高等教育への受け入れも行われた34）。

　国家による北朝鮮復興支援として，もうひとつ重要なのが咸興復興支援

である。咸興復興支援の始まりは，1954年 ₆ 月，第一次インドシナ戦争の

和平会談の北朝鮮代表団がジュネーヴから帰国する前に東ドイツを訪問し

た際，東ドイツ首相オットー・グローテヴォールが，北朝鮮の中規模都市

のいずれかひとつを，ドイツの技術者と機械，北朝鮮の建築資材と労働力

を用いて復興することを提案したことにあった35）。これを受けて，金日成

が指定したのが咸興だった36）。

　北朝鮮では，1954年 ₃ 月11日に閣僚評議会が，朝鮮戦争中に空爆によっ

て破壊された六都市の復興に関する決議を出しており，咸興はそのときに

名前が挙がった六都市のうちのひとつだった37）。咸興は北朝鮮の北東部に

位置する咸鏡南道の道都である。東ドイツによる支援開始後，北朝鮮の意

向を容れ，咸興に加えて，日本の植民地統治下にあった時代に日窒コンツ

ェルンが進出して工場を建設し，化学工業都市として発展した近郊の港湾
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都市である興南も支援対象に追加された38）。興南は，朝鮮戦争中の一時期，

国連軍の占領下にあったが，国連軍が10万人の避難民とともに撤収した際

に艦砲射撃と空爆によって大きく破壊されていた。

　咸興復興支援プロジェクトは，東ドイツの閣僚評議会の決議によって1955

年 ₂ 月に正式決定された39）。ここでは，協定01～04の援助とは別に，1955

年に5240万ルーブル，1956～64年にかけて年額3500万ルーブルの援助が決

議された。

　この決定を受け，ドイツ側の人員が1955年 ₄ 月に咸興に到着し，同年半

ばまでに復興の全体計画が作成された40）。当初は住宅建設が中心だったが41），

そのほかに，水道，学校，託児所，公衆浴場，青少年向けの文化センター，

さらにはセメント工場・家具工場・化学工場などの各種工場の建設も行わ

れた42）。

　以下，このプロジェクトに関連する東ドイツの史料に映し出された当時

の北朝鮮の様子について，三つの観点から考察したい。

₄　旧東側諸国の文書館史料から見る北朝鮮

4.1　復興構想における植民地時代からの連続と非連続

　第一は，北朝鮮復興全体に関わる問題として，日本の植民地統治下にあ

った時代との連続と非連続の問題である。

　北朝鮮の復興において最も重視されたのは当然のことながら首都である

平壌だった。平壌の復興を中心的に進めたのはソ連だが，各国がそれぞれ

の形で復興に参画した。大きくいえば，中国が労働力を提供し，ソ連と東

ドイツが全体的な技術支援と専門的知見の供与を行い，他の東側諸国が個々

の産業復興のための機材供与と技術支援を行ったということになる。停戦

直後の三か年計画の時期にこれらの対外支援を受けて平壌は急速に復興し，

東側諸国の首脳が相次いで訪れる北朝鮮復興の「ショーウィンドー」の観
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を呈した43）。

　咸興・興南は，平壌に次ぐ復興の第二の重点地区だった。咸興は，東ド

イツにとっては全くなじみのなかった町だが，北朝鮮側の希望により，そ

の復興を中心的に担うことになった44）。ただし，計画の作成段階ではソ連

の技術者も一部関与していた形跡があり45），また，興南ならびに本宮の個々

の工場についてはソ連，その他の東欧諸国の関与もあった。

　平壌，咸興・興南は，いずれも日本の植民地統治下にあった時代からの

重要都市である。迅速な復興を可能にするために植民地時代のインフラが

引き続き利用された都市は，興南を初めとしていくつか存在する46）。しか

し，植民地時代には，日本への輸出を念頭に重工業の拠点が港湾に形成さ

れていたため，復興期には北朝鮮国内の産業インフラの地域的分布を修正

する必要があり47），原料供給地から近く，外国の攻撃も受けにくい内陸部

の産業拠点形成も同時に行われた48）。代表的なのものとしては，チェコス

ロヴァキアが熙川・雲山の機械部品工場，徳川の自動車工場49），ハンガリ

ーが亀城の機械部品工場の建設に協力した50）。その意味では，朝鮮戦争後

の北朝鮮の復興で目指されたものは，植民地時代の単純な「再建」だった

わけではない。

　全体として見れば，平壌，咸興・興南という二大拠点の復興にそれぞれ

ソ連，東ドイツが主たる責任をもったのに対して，その他の東欧諸国は工

場単位での設計・建設・機材供与等の協力形態が多く，そうした工場の一

部は，新しい産業拠点形成の一環として内陸部に配置された。どの都市に

どのような産業を配置するかという計画については，北朝鮮が工場の設計

等を依頼する段階で都市を指定したが，設置先の都市が途中で変更になる

こともあれば51），依頼そのものが撤回されて物資供与に切り替えられるこ

ともあった。
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4.2　北朝鮮側の求める援助とその変容

　第二は，東ドイツの関わった咸興・興南復興支援を例に，支援を与える

側と受ける側の関係について，目指す復興の形をめぐる両者のずれという

点から考察しておきたい。

　復興支援の初期には，住宅建設が最大の課題であるという点では両者の

認識は一致しており，東ドイツの北朝鮮支援は初期段階には住宅（とくに ₂

階建て以上の高層集合住宅）の建設を軸に進められた。1955～57年の最初の

₃年間に建設された住宅は全2589戸（148,769m₂）にのぼる。

　咸興復興は北朝鮮にとって重大な関心事であり，現地責任者，外務大臣，

さらには金日成自身も，東ドイツの専門家チームならびに在北朝鮮東ドイ

ツ大使と連絡をとりつつ作業が進められた。

　その際，復興を原則として戦前のインフラの「再建」として考えるか，

「新規開発」として考えるかという点は，先に述べたような産業拠点の地域

分布という観点からのみならず，ひとつの都市内部の建設計画においても

問題になった。東ドイツの技術者は新規開発を想定しており，プロジェク

トの構想段階にO・グローテヴォールが在東ドイツ北朝鮮大使と初めて打

ち合わせをした段階では，北朝鮮側も新規開発を希望していた52）。しかし

この方針は，現地の声とはずれがあったようである。たとえば，興南の工

場インフラは半壊の状態にあったが壁や基礎が一部に残存しており，興南

の大企業は，それを利用しつつ，かつての日本の都市計画に沿って再建し

たほうが迅速な復興が実現されると考えていた53）。

　こうした声にも表れているように，北朝鮮の現地側が重視したのは，と

にかく速く大量の住宅を建てることだった。他方，東ドイツ側は低質の住

宅の建設には消極的であり，暫定住宅と恒久住宅の二つを分け，都市計画

に従って恒久住宅を配置する一方，都市計画に含まれない場所に耐用年数

₅年程度の安価な暫定住宅を並行して建てて喫緊の住宅不足に対応するこ



― 333 ―

朝鮮戦争後の復興支援と国際関係 

とを考えていた。ところが，1956年 ₄ 月に開催された第 ₃回朝鮮労働党大

会では，「恒久住宅」の建設優先が決定された54）。結局は，東ドイツ側のい

う「暫定住宅」の耐用年数を ₅ 年ではなく15年にしたものを「恒久住宅」

として建設していくという妥協がなされることになったが 55），これは東ド

イツ側の考える「恒久住宅」とは異なるものであった。1958年 ₂ 月に咸興

の視察に訪れた金日成は，それでもなお，東ドイツ側の想定よりも質を落

とし，規模も小さくすることで住宅一戸あたりのコストを低減させ，建設

戸数を増やすようにと申し入れている56）。

4.3　北朝鮮の政治情勢と権力構造

　第三に，援助に入った東ドイツ側が直面した問題は，復興をめぐる北朝鮮

側のコンセプトとのずれだけではなかった。北朝鮮国内の政治情勢もまた

大きな問題だった。極端な例としては，1957年に咸興復興の実務に関わっ

ていた多くの現地関係者が政治的理由から遠ざけられたり，立て続けに自

殺したりする事態が勃発し，実務に支障をきたした様子がうかがわれる57）。

　全体として，北朝鮮側の権力構造とどのように付き合うかは東ドイツ側

にとって神経を使う問題だった。1959年に生じた朝鮮人通訳の更迭事件は

その一例である。この事件の前提として，咸興復興支援においては，最初

から最後まで，咸興のために用意されたはずの労働力・資材・機械の目的

外使用が絶えなかったという状況がある58）。現地ドイツ側スタッフが咸興

の視察に訪れた金日成に申し入れて事態は改善されたが 59），やりとりを仲

介した朝鮮人通訳の批判的な言動が現地で不興を被り，後に更迭されると

いう事態に発展したのがこの事件である。東ドイツ側のスタッフは救済に

手を尽くそうとしたが，通訳を取り戻すことはかなわなかった60）。

　東ドイツ側はこの事態を，スターリン批判以後の東側諸国において脱ス

ターリン化が自由化の方向に進んだのとは対照的に，北朝鮮では金日成に
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対する個人崇拝が強化されつつあることの反映ととらえた61）。1959年 ₉ 月

に本省に送った非公式の報告のなかで，在北朝鮮東ドイツ大使は，個人崇

拝の確立にともない，批判精神と自由が失われつつあるという懸念を書き

記している。通訳の更迭の件はそのときに言及されたものであり，同じ書

簡のなかでは，東ドイツで養成した技術者が東ドイツ仕込みの批判を展開

することが嫌われて，その受け入れが円滑に進まずに非熟練労働に投入さ

れ，東ドイツによる技術教育が期待された効果を生んでいないことについ

ても，北朝鮮が「批判」を受け入れられない社会になりつつあることと関

連づけて危惧が表明されている62）。

　援助期には，こうした問題をはじめとして，援助側と被援助側のあいだ

に乗り越えねばならない問題・齟齬が少なからず生じた。さらに，中ソ対

立のなかで北朝鮮が独自路線をとり，ソ連から離れて中国に接近していっ

たことが援助の枠組そのものを揺らがせることになり，北朝鮮への東ドイ

ツの援助は，予定よりも ₂年早く，1962年をもって終了した。

₅　東ドイツにとっての北朝鮮復興支援の意味

5.1　戦争賠償から友好国支援へ

　以上の議論を踏まえて，以下に，東ドイツにとっての北朝鮮支援の意味

を考察しておきたい。

　戦争賠償の支払いをめぐる法的な取り決めと，戦争賠償に与えられる政

治・経済・安全保障上の意味や目的は次元の異なる問題である。したがっ

て，第二次世界大戦後の国際政治の現実を考えるうえでは，戦争賠償に与

えられた政治的な意味や目的が，表面的には形を変えて別の形態の義務・

支払いを通じてではあるが，継続的に追求されていくという側面に注目す

る必要がある。

　本稿で確認したのは，そのような観点から見たときに，西側陣営におけ
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る西ドイツの戦争賠償の取り扱いと同様に，東側陣営における東ドイツの

取り扱いにおいても，戦争賠償に代わる経済負担が冷戦下のグローバルな

世界戦略の一環として規定され，変容していく様子が一定程度うかがえる

のではないかということである。

　東ドイツにおける戦争賠償停止と，北朝鮮に対する支援の開始は，冷戦

期の東側諸国内における東ドイツの位置づけの変化を映し出す重要な事例

である。1953年10月 ₉ 日に北朝鮮の貿易代表団に対する歓迎の辞のなかで

東ドイツ大統領ヴィルヘルム・ピークが述べたように，北朝鮮に対する支

援は東ドイツにとって「名誉ある義務」だった63）。北朝鮮に対する援助の

理由としてよく引き合いに出された，米国の「帝国主義」に対する「人民

民主主義国家の連帯」という議論は，東ドイツと他の東欧諸国との関係に

おいてもこの時期に強く現れてくるものであり，東側陣営への東ドイツの

組み込みの論理の反映と考えられる。そうした全体の構図のなかで，東ド

イツは，同じ分断国家である北朝鮮に対して特別な連帯感を抱き，援助を

通じて密な関係を取り結ぶことになった。

　東ドイツが北朝鮮に対して，ソ連，中国に次ぐ高額の支援を行い，両国

の友好関係が迅速に整ったことの理由は，東ドイツが北朝鮮に対する支援

をソ連とポーランドに対する戦争賠償支払停止の代わりとみなしていたた

めでもあったと Chon（1982）では論じられている64）。これについては，直

接の連関を裏づける史料的根拠は今のところ発見されていないが 65），国家

間協定の締結のタイミングを見ると，東ドイツ国家による対北朝鮮支援が

急速に拡大したのは，協定03，04が結ばれ，協定01による借款が無償物資

供与に切り替えられた1953年秋だったことが分かる。北朝鮮が，ソ連・中

国との折衝を踏まえて東ドイツに支援を求めるコンタクトをとってきた1953

年 ₈ 月26日は，東ドイツとソ連の間で戦争賠償停止が合意された ₄日後だ

った。金日成の訪ソ・訪中の準備中だった北朝鮮は，このときに，ソ連か
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ら10億，中国から ₇億5000万ルーブルの援助を得ることが決まったとして

東ドイツにも援助を求める圧力をかけてきている66）。支援協定03，04の交

渉は，この流れで，1953年晩夏から秋にかけて行われたものだった。東ド

イツから限界に近い支援を引き出したことについて北朝鮮は交渉の結果に

満足したようだが，この交渉に賠償免除の影響があった可能性は排除でき

ない67）。

5.2　東側の国際ネットワークの長期的展開

　東側のグローバルな世界戦略という観点から見たときに興味深いのは，

東ドイツでは北朝鮮支援とヴェトナム支援が国民レベルでは同じ組織によ

って担われ，その点において，冷戦期の「熱戦」であった朝鮮戦争とイン

ドシナ戦争における東の一員としての連帯行動が，同一の枠組のなかに位

置づけられたことである。

　当該の枠組である朝鮮・ヴェトナム連帯委員会は，1950年に発足した東

ドイツ国内の朝鮮支援委員会が，ヴェトナムによる支援強化要請に応えて

改組されたものである68）。この委員会は1958年末に解体されたが，その後，

ヴェトナム戦争が本格化すると1965年にはアフリカ＝アジア連帯員会の下

に改めてヴェトナム委員会が設置しなおされた69）。アフリカ＝アジア連帯

委員会とは，1960年のアフリカ諸国の独立を受けて，自由ドイツ労働総同

盟（FDGB）が各国ごとの組織をまとめた委員会の結成を決定したことによ

って成立した組織である。この組織は当初，朝鮮支援委員会，朝鮮・ヴェ

トナム連帯委員会と同じく国民評議会の下に置かれていたが，後に独立し，

アルジェリア，コンゴ，モザンビーク，アンゴラ，エチオピア，ナミビア

等のアフリカ諸国への支援を行い，さらにヴェトナム＝アジアへの支援も

同じ枠内で行われることになった70）。

　他方，国レベルの支援としては，第一次インドシナ戦争終結後，1956～
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58年にかけて，東ドイツはヴェトナムに印刷工場の建設等の支援を行っ

た71）。都市ひとつをまるまる請け負う形での復興支援という意味では，ヴ

ェトナム戦争のパリ和平協定が結ばれた1973年以降，東ドイツは，ヴェト

ナム北部にあり，仏領インドシナ時代に工業都市として発展した港湾都市

ヴィンの復興を支援することになる。ヴィンには，第一次インドシナ戦争

後，1956年にソ連が復興支援として専門家を送り，発電所を建設していた

が，1964年のヴェトナム戦争勃発後，北爆によって町は完全に廃墟と化し

ていた。ヴェトナム側の要望により，東ドイツが復興に協力することが1973

年に決定され72），同年末には建設副大臣ゲアハルト・コーゼルの指揮下に，

建設専門家らによる視察団がヴェトナムに送られた73）。この視察団はヴィ

ンを二回視察したが，そのメンバーには，1954年以降，北朝鮮で咸興・興

南の復興に携わったハンス・グローテヴォールが加わっており，北朝鮮復

興支援とヴェトナム復興支援の連続性がうかがえる74）。

　北朝鮮においてもヴェトナムにおいても，東ドイツの支援に特徴的だっ

たのは，民間と国家の二層での回路づくりである75）。そのうち，東ドイツ

の対北朝鮮支援における民間支援はその後のアジア・アフリカの友好国・

友好勢力への支援の雛型となり，個別都市の復興支援はヴェトナム戦争後

のヴィン支援の雛型となった。その意味で，北朝鮮支援は，東ドイツが東

側世界に友好的に組み込まれていく起点であり，同時に，その後，第三世

界の新興国に対する支援を通じて友好・協力関係を樹立していく際の雛型

が定まっていく契機だったと考えてもよいのではないだろうか。この点に

関しては，本稿では展望として示すにとどめ，今後，稿を改めて検討する

こととしたい。
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